
◎在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員

の給与に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一五年三月三一日法律第四号）   

一、提案理由（平成一五年三月七日・衆議院外務委員会） 

○川口国務大臣 ただいま議題となりました在外公館の名称及び位置並びに在外公館に

勤務する外務公務員の給与に関する法律の一部を改正する法律案について説明いたしま

す。 

 改正の第一は、在チェンマイ日本国総領事館の新設を行うことであります。 

 改正の第二は、在バンコック日本国総領事館及び在ラス・パルマス日本国総領事館の

廃止を行うことであります。 

 改正の第三は、新設公館（在チェンマイ日本国総領事館）に勤務する外務公務員の在

勤基本手当の基準額を定めるとともに、既設の在外公館に勤務する外務公務員の在勤基

本手当の基準額を改定することであります。 

 改正の第四は、その他の在勤手当について支給額の見直し等を行うことであります。 

 改正の第五は、同法の別表に記載される在外公館名、国名、地名を慣用として相当程

度定着した表記に改めることであります。 

 以上の改正内容のうち、在勤基本手当の基準額等の改定については、平成十五年度予

算案と一致させて行うため、四月一日から実施する必要があります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその概要であります。 

 何とぞよろしく御審議をお願いいたします。 

二、衆議院外務委員長報告（平成一五年三月二○日） 

○池田元久君 ただいま議題となりました在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤

務する外務公務員の給与に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、外務委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、在外公館の新設等を行うものであり、その主な内容は、 

 在チェンマイ日本国総領事館を新設し、在バンコック日本国総領事館及び在ラス・パ

ルマス日本国総領事館を廃止すること、 

 また、新設公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の基準額を定めるとともに、既

設の在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当の基準額を改定すること、 

 在勤手当のうち兼勤手当を廃止するとともに、その他の在勤手当について支給額の見

直し等を行うこと、 

 研修員手当の支給額を改定すること、 

 さらに、ジョルダンをヨルダンに改める等、別表に記載される在外公館名、国名、地

名を慣用として相当程度定着した表記に改めること 

等です。 

 本案は、去る三月六日外務委員会に付託され、七日川口外務大臣から提案理由の説明



を聴取し、十九日質疑を行い、引き続き採決を行いました結果、全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと議決した次第です。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年三月一九日） 

 我が国を取り巻く国際環境が大きく変動する中、外交を担う外務省の真価が今問われ

ている。昨年五月に発生した在瀋陽日本国総領事館事件は、在外公館及び外務本省にお

ける緊急事態への適切かつ迅速な対応能力や職員の危機意識の欠如を白日の下にさらし

た。いわゆる脱北者問題、テロ問題等様々な問題が現実の危機となった今日、外務省に

おける危機管理体制の強化は喫緊の課題であり、そのためにも機構改革を含む外務省改

革の早期実現が必要不可欠である。また、長引くデフレ不況の下、多くの国民が失業に

苦しみ、構造改革の痛みにさらされる中で、外務省においても手当や休暇の見直しにお

いて引き続きこうした事実を重く受け止めていく必要がある。これらを踏まえ、政府は

本法の施行に当たり、次の事項について検討の上、適切な措置を講ずるべきである。 

一、外務省においては、外交機能強化のための抜本的な組織・制度の改革の早期実現に

向け全力で取り組むこと。 

二、在外職員の在勤基本手当をはじめとする在勤手当については、国内の財政状況や外

交活動を推進する上での必要性を踏まえ、定期的に在勤手当全般にわたる内容の見直

しを行うこと。 

三、在勤諸手当についてはその算出根拠を明確にするとともに、手当の改正に際しては

各任地における諸外国外交官及び日本企業駐在員の給与制度及び水準を参考としつつ、

勤務条件・現地の生活環境や物価水準等に配慮した適切な水準・内容となるよう努め

ること。 

四、現下の国際情勢に鑑み、在外公館においては、緊急事態における邦人の救援保護を

含む在外邦人安全対策についてより一層の機能強化を図ること。 

五、在瀋陽日本国総領事館事件を踏まえ、在外公館における「脱北者」の受入れに関す

る対応措置についての明確な方針を定め、関係国との調整を図りつつ人権に配慮した

適切な対応に努めること。 

六、以上の項目に関する具体的な実施内容・状況・結果などについて、当委員会におい

て、定期的並びに当委員会の要請に応じて報告を行うこと。 

三、参議院外交防衛委員長報告（平成一五年三月二八日） 

○松村隆二君 ただいま議題となりました在外公館の名称位置・給与法の一部を改正す

る法律案につきまして、外交防衛委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げま

す。 

 本法律案は、在チェンマイ日本国総領事館を新設すること、在バンコック日本国総領

事館及び在ラス・パルマス日本国総領事館を廃止すること、既設の在外公館に勤務する



外務公務員の在勤基本手当の基準額を改定すること、在外公館の名称及び位置の国名・

地名を慣用として相当程度定着した表記に改めること等について定めるものであります。 

 委員会におきましては、在チェンマイ総領事館の新設に要する経費、在ラス・パルマ

ス総領事館の廃止に伴う領事機能の維持、住居手当の支給額の改正等について質疑が行

われましたが、詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終え、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと

決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し外交機能強化のための抜本的な組織・制度の改革、財政状況等

を踏まえた在勤手当全般の定期的な見直し等に関する五項目から成る附帯決議を行いま

した。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年三月二六日） 

 米国等によるイラクに対する武力行使が開始されるなど、我が国を取り巻く国際環境

が大きく変動し、外交を担う外務省の真価が問われている今日、外交実施体制、外務省

における危機管理体制の強化は喫緊の課題であり、そのためにも機構改革を含む外務省

改革の早期実現が必要不可欠である。また、長引くデフレ不況の下、多くの国民が失業

に苦しみ、構造改革の痛みにさらされる中で、外務省においても手当や休暇の見直しに

おいて引き続きこうした事実を重く受け止めていく必要がある。これらを踏まえ、政府

は本法の施行に当たり、次の事項について検討の上、適切な措置を講ずるべきである。 

一、外務省においては、外交機能強化のための抜本的な組織・制度の改革の早期実現に

向け全力で取り組むこと。 

二、在外職員の在勤基本手当を始めとする在勤手当については、国内の財政状況や外交

活動を推進する上での必要性を踏まえ、定期的に在勤手当全般にわたる内容の見直し

を行うこと。 

三、在勤諸手当についてはその算出根拠を明確にするとともに、手当の改正に際しては

各任地における諸外国外交官及び日本企業駐在員の給与制度及び水準を参考としつつ、

勤務条件・現地の生活環境や物価水準等に配慮した適切な水準・内容となるよう努め

ること。 

四、現下の国際情勢にかんがみ、在外公館においては、緊急事態における邦人の救援保

護を含む在外邦人安全対策についてより一層の機能強化を図ること。 

五、以上の項目に関する具体的な実施内容・状況・結果などについて、当委員会に対し、

定期的並びに当委員会の要請に応じて報告を行うこと。 

 右決議する。 


